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○みやこ町監査委員条例 

令和５年１２月２７日 

条例第３６号 

みやこ町監査委員条例（平成１８年みやこ町条例第２４号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第

１９５条第２項、第２００条第２項及び第２０２条の規定に基づき、みやこ町監査委

員（以下「監査委員」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（監査委員の定数） 

第２条 監査委員の定数は、２人とする。 

（事務局の設置） 

第３条 監査委員に関する事務を処理するため、監査委員事務局（以下「事務局」とい

う。）を置く。 

２ 事務局の職員の定数は、みやこ町職員定数条例（平成１８年みやこ町条例第２８号）

に定める職員の定数とし、事務局に事務局長を置く。 

（請求又は要求による監査） 

第４条 監査委員は、法第７５条第１項、第９８条第２項、第２４２条第１項若しくは

第２４３条の２の２第３項（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「公

企法」という。）第３４条の規定により準用する場合を含む。）の規定による監査の

請求又は法第１９９条第６項若しくは第７項若しくは第２３５条の２第２項若しく

は公企法第２７条の２第１項の規定による監査の要求があったときは、当該監査の請

求又は要求を受理した日から６０日以内に監査を行わなければならない。 

（請願の処理） 

第５条 監査委員は、法第１２５条の規定により議会から請願の送付を受けたときは、

速やかに処理し、報告しなければならない。 

（随時監査） 

第６条 監査委員は、法第１９９条第２項又は第５項の規定による監査を行うときは、

監査の期日前１０日までにその期日を町長及び関係機関に通知しなければならない。 

（定期監査） 

第７条 法第１９９条第４項の規定による監査は、毎年４月から翌年２月までの間に行
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う。ただし、やむを得ない事情があると認められるときは、この限りでない。 

２ 監査委員は、前項の監査を行うときは、監査の期日前７日までにその期日を町長及

び関係機関に通知しなければならない。 

（財政援助団体等の監査） 

第８条 監査委員は、法第１９９条第７項の規定による監査を行うときは、あらかじめ

監査の期日を当該監査を受けるものに通知しなければならない。 

（現金出納の検査） 

第９条 法第２３５条の２第１項の規定による検査は、毎月２５日に行う。ただし、そ

の期日がみやこ町の休日を定める条例（平成１８年みやこ町条例第２号）第１条第１

項に規定する町の休日に当たるとき、その他やむを得ない理由があるときは、その期

日を変更することができる。 

２ 監査委員は、前項の検査の期日前３日までにその期日を町長及び関係機関に通知し

なければならない。 

（公金の収納等の監査） 

第１０条 監査委員は、法第２３５条の２第２項又は公企法第２７条の２第１項の規定

による監査を行うときは、あらかじめ監査の期日を関係金融機関に通知しなければな

らない。 

（決算等の審査） 

第１１条 監査委員は、次の各号のいずれかの書類が審査に付されたときは、６０日以

内に意見を付けて町長に回付しなければならない。 

（１） 法第２３３条第２項の規定による決算及び書類又は法第２４１条第５項の規

定による基金の運用の状況を示す書類 

（２） 公企法第３０条第２項の規定による決算及び書類 

（３） 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項の規定による健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類又は同法第２２条第１項の規定による資金不足比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類 

（公表の方法） 

第１２条 監査委員の行う公表は、みやこ町公告式条例（平成１８年みやこ町条例第３

号）に定める公表の例による。 
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（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、監査委員に関し必要な事項は、監査委員が協

議して定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


